チャランケ通信　第168号　2017年3月27日
　「チャランケ」とは、アイヌ語で談判、論議の意、「アイヌ社会における秩序維持の方法で、集落相互間又は集落内の個人間に、古来の社会秩序に反する行為があった場合、その行為の発見者が違反者に対して行うもの、違反が確定すれば償いなどを行って失われた秩序・状態の回復を図った」(三省堂『大辞林』より)
 元参議院議員　峰崎直樹

　いよいよ4月、待ち遠しい春がそこまでやってきている。先週上京したのだが、全国で一番早く桜の開花宣言したとはいえ春爛漫とは言い難く、例年早く咲く外務省校内の桜が満開に近いくらいで、あとは今週が見頃のようだ。週末、札幌に帰ってみると、この時期にしてはかなりの積雪を記録しており、これまた順調に春に向かっているとは行かないようだ。
籠池証人喚問、ますます疑惑が広がる安倍総理・昭恵夫人
　順調に行かなくなり始めているのは、政治の方も同じ状況だ。森友学園の国有地払下げ問題から始まった今回のスキャンダルだが、自民党側が求めた籠池理事長の証人喚問では、関与した政治家の固有名詞が次々と出てきたり、野党の現地調査における安倍総理からの100万円寄附の受領と言う籠池氏の生々しい話など、疑惑が収まる気配はない。自民党は、安倍昭恵氏と籠池夫人とのメールのやり取りを公表し、何とか幕引きを狙ったのだろうが、ますます疑問が出始めているようだ。特に、昭恵夫人付き事務官のファックス資料については、財務省への口利きがあったのでは、と疑わせる資料となるなど、問題はまだまだ解明されないままだ。自民党側が、野党の要求した参考人招致ではなく、いきなり偽証罪のある証人喚問を籠池氏に求めたのだから、今度は昭恵夫人の喚問を野党側が求めるのも当然の事だろう。
27日には参議院で来年度予算が議決されるようだが、これでこの問題の幕引きとはいくまい。森友学園問題は、かなり政権側にダメージを与える可能性が出てきそうだ。次の政治日程からすれば、6月末投票の東京都議会議員選挙の動向が気になるところだが、小池旋風が吹き荒れている中での逆風は、自民党安倍政権にとっては相当厳しい影響が出そうである。さらに、日本維新の会に対しても、代表を務めている松井大阪府知事の対応も含め、注意深く見ておく必要がありそうだ。これから先、明恵夫人の証人喚問問題などの動きも睨みながらの与野党の攻防は、政局問題の行方として見逃せない。なによりも安倍総理は、口利き疑惑に関与していれば、総理はもちろん国会議員まで辞めると公言したのだから事は重大だ。
　小泉元総理、反原発キャンペーン全国行脚で3/11札幌へ
すこし問題がずれてしまうのだが、小泉元総理は全国を反原発キャンペーンの講演に引っ張りだこで、大活躍されているようだ。
東日本大震災から6年目にあたる3月11日、札幌市内で小泉元総理の講演会があり、会場は超満員で大盛況だったとのことだ。小泉元総理が反原発で行動されて以来、それまで反原発を主張してきた人たちにとって、一部跳ね上がり分子の異論、という偏見が少なくなったことは確かである。25日の北海道新聞には、来札した際に収録したと見られるインタビュー記事が大きく取り上げられ、小泉元首相の独壇場という感じで語っておられる。その中から、興味深い点をピックアップしてみたい。
放射性廃棄物処理が出来ない現実を直視、反原発へ転換
　最初に、なぜ反原発を訴えられるようになったのか、やはり6年前の3月11日の福島第一原子力発電所の過酷事故を見て、推進論者が言っていた「絶対安全」が間違っていると思い、引退後勉強してみて「原発は安全」「コストは一番安い」「永遠のクリーンエネルギー」と言っていたことが全て「うそ」だと分かったから、と手厳しい。特に2013年には、核廃棄物処分場を世界で初めて作ったフィンランド・オンカロにまで出向いたそうだ。そこで、岩盤の固いオンカロと違って、日本は地番が弱く地震もあり地下水も出るわけで、到底廃棄物処理施設建設は無理だと判断されている。この辺りは、反原発を主張してきた方たちと一致しており、論点は明確だ。私自身は、「トイレ無きマンション」と批判してきたが、小泉氏は、処分地の無い産廃業者を知事は許可しないだろう、と手厳しい。特に、北海道には自然エネルギーがあり、それを有効に活用すべきことを提言している。
　原発推進した責任、「ふがいない、まずかった、反省と恥ずかしさ」痛感、後継安倍総理説得は「もう駄目だ、無理」とあきらめ
首相時代に原発推進だった責任については、安全だという論者を信じていたわけで、「ふがいない、まずかった。反省と恥ずかしさ」を痛感され、「過ちを改むるに憚ること勿れ」の気持ちで反原発の主張を提起されているとのことである。まことに、素直であり正直だ。後継者である安倍総理には、加藤紘一元幹事長の葬儀の際、立ち話で「推進論者の大義名分、全部ウソだ。だまされるなよ」と言ったのだが黙って苦笑しただけで、今では原発の輸出すら考えており、「もう駄目だ。説得は無理だ」とあきらめ、つき離されている。
それにしても、東京電力の原子力発電所といい、東芝の原子力事業と言い、もはや原子力ではないエネルギーへと転換する時代に来ていることを痛感させられる。にもかかわらず、自民党安倍政権は原子力への依存を再び強めつつあるようだ。小泉元首相の反原発の動きには、心よりの拍手を送りたい。
インタビューの最後に、原発問題から離れてアメリカのトランプ新大統領、息子の小泉進次郎そして東京都の小池知事らの評価を聞かれ、何時か聞いたような次のセリフで締めくくられていた。「人生いろいろ、人間いろいろ、指導者もいろいろだよ」と。
ただ、小泉時代に竹中平蔵氏とコンビを組んで、政府が進める経済・財政政策において、市場原理主義を持ち込んで格差社会を創った責任者でもあるわけで、原発問題以上に日本社会にもたらした分断の傷は、重くて深いことを見失ってはなるまい。まさに、指導者もいろいろなのだ。

　人口減少社会日本、過去最高の不動産融資とアパート・マンション建設の増大という奇妙な出来事に注意を!
先日、全国の地価が公示されていた。東京、名古屋、大阪といった三大都圏の地価上昇よりも、札幌、仙台、広島、福岡といった地方の中核都市の地価上昇率のほうが高く、人口減少が続く中で地域によってはバブル的な様相を示していると報道されていた。そうした中で、最近増えているのがアパート・マンション建設であり、日銀によれば2016年の全国の不動産融資の総額は12兆2806億円と前年比15%増となっている。この数値は、80年代後半のバブル時代をも超えており、統計を取り始めた1977年以来史上最高記録だという。さらに、アパートローンも21%増の3兆7860億円と、これまた同じく統計を取り始めた2009年以来最高に達している。

人口減少社会なのになぜ増えているのか、その理由の一つに挙げられているのが、2015年の税制改正によって相続税の課税対象が広がったことにあるという。相続税負担を引き下げるために、アパートを建てると畑や更地よりも課税時の評価額が下がるため、地主らが相続税対策で一斉に建築に走ったと見られている。もちろん、その背後には、金利低下によって貸出先を模索している金融機関による融資の動きが活発化していることが挙げられ、東京都の校外だけでなく、地方にもアパート建設ラッシュが広がっている。アパート建設で家賃収入が入ることを予定していたのだが、人口減少時代で空室率が増え始めており、予定した賃貸料が入らず、金融機関への借金の支払いが出来なくなっている事例も増えているようだ。

バブルの経験をもう忘れたのだろうか、黒田日銀の4年間、異次元金融緩和政策の犯した誤りは酷い
こうした状況は、1980年代のバブル時代に酷似しており、あきらかに不良債権の増加となって家計や金融機関にダメージとなる。まだ、問題となる事例は少ないようだが、今の金融事情からすれば再び不動産バブルで酷い目に遭う人たちが増えることは、何としても阻止すべきだろう。バブルと言うものは、一度経験すると自分の世代は同じ過ちは繰り返さない、と言われてきたのだが、1980年代から30年近く経つと、未体験の方たちが多くなるわけで、その危険性を警告して行くべきだろう。
そういえば、私の住んでいる札幌市内の住宅地域でも、野菜を作っていた畑が無くなって、戸建てやマンション建設が増えてきており、人口が減り始めた今日、何だか変だな、と思われる事例が目に付くようになってきたことは確かである。

黒田日銀の異次元の金融緩和から4年、日本の経済・社会にもたらした弊害は深刻さを増しつつあるようだ。
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